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１ 検討の経緯 

当懇談会は、平成２２年３月末までを適用期限とする現行の過疎地域自立促

進特別措置法に基づく対策の成果とその評価について及び時代に対応した新た

な過疎対策のあり方について検討を進めてきた。その検討経過は次のとおりで

ある。 
 

平成１９年度 
第１回 平成１９年９月２１日 

  過疎地域の現状、過疎対策の今後のあり方等について意見交換 
 
第２回 平成１９年１１月２２日・２３日 

  現地視察調査（長野県木曽町、清内路村） 
  （今後の過疎対策のあり方の検討に資するよう、過疎関係市町村の現状や、

産業振興、デジタルディバイド対策、身近な「足」（地域交通）の確保対

策、集落の現状等について幅広く把握するため、現地調査を行った。） 
 
第３回 平成１９年１２月２１日 

  過疎地域の現状、新たな過疎対策の論点等について意見交換 
 
第４回 平成２０年１月２５日 
  自治体からのヒアリング・意見交換 

（熊本県天草市長、茨城県大子町長、島根県地域振興部地域振興室長からヒ

アリングを行い、意見交換を行った。） 
 
第５回 平成２０年３月３１日 
 「中間的なとりまとめ」の検討 等 
 

 
以上の経過を踏まえ、今回、これまでの懇談会における議論・主な意見につ

いて中間的に整理を行った。 
懇談会としては、今後、時代に対応した新たな過疎対策のあり方や、過疎地

域の自立・活性化に向けた諸課題について、さらに検討を深めていくこととし

ている。 
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２ 過疎地域の現状、環境の変化についての議論 

（１）過疎対策の経緯 
① 過疎地域対策緊急措置法（昭和４５年） 

我が国の高度経済成長に伴い、都市地域に向けて若者を中心として大きな人

口移動が起こり、人口の集中による過密問題が発生する一方で、住民の過度の

減少により地域社会の基礎的生活条件の確保にも支障が生ずる、いわゆる過疎

問題が発生した。 
当初の過疎法は、年率にして２％を超える著しい人口減少による地域社会の

崩壊に対して、住民生活のナショナルミニマムを確保し、地域間の格差是正に

資する措置を講ずることで、人口の過度の減少防止と地域社会の基盤強化を図

るものであった。 
 
② 過疎地域振興特別措置法（昭和５５年） 

昭和５０年代に入り、第２次産業から第３次産業へと産業構造が高度化する

過程で、我が国経済全体は緩やかに成長を続け、技術進歩に伴う情報格差の是

正が進みつつあるにもかかわらず、過疎地域においては基盤整備の遅れなど諸

条件が不利であるために、市場主義経済発展の波に乗ることができず、多くの

場合基幹産業としていた第１次産業の衰退とともに、率こそ小幅になったもの

の若者を中心にした人口流出が続いた。 
このため、人口が著しく減少したことにより、地域社会の機能が低下し、生

活水準及び生産機能が他の地域に比較して低位にあることが過疎地域の課題と

して捉えられ、高齢化対策などに重点を移しながら地域の振興を支援する施策

を講じることとされた。 
 
③ 過疎地域活性化特別措置法（平成２年） 

 我が国経済社会が成熟する中で、各種基盤の整備は進展したものの、過疎地

域住民の誇りや意欲が減退し、「心の過疎」が問題となった。また、人口流出の

結果として生じた著しい高齢化や若者の減少などにより地域社会の活力が失わ

れた状態自体が問題として捉えられるに至った。 
こうした問題の克服をも念頭に、産業経済振興対策に重点を置いて、伝統文

化や自然環境などの地域資源を有する過疎地域の潜在的可能性の具現化による

地域の活性化を支援する施策を講じることとされた。 
 
④ 過疎地域自立促進特別措置法（平成１２年） 

 ２１世紀へ向けて時代潮流が大きく変化する中で、ナショナルミニマムとし

ての「安心・安全な暮らしの確保」という考え方に加えて、多様で美しく風格

ある国づくりへの寄与、国民が新しい生活様式を実現できる場としての役割及



                 

 4

び長寿高齢社会の先駆けとしての役割など、２１世紀における全国的な視野に

立った過疎地域の新しい価値・意義に着目する考え方が生じた。 
そこで、通信体系の充実や地域文化の振興など過疎地域の新たな課題への対

処を盛り込みつつ、美しく風格ある国土の形成に寄与すべく、過疎地域がそれ

ぞれの個性を発揮できるよう支援するための施策を講じることとされた。 
 

法律名 過疎地域対策緊急措置法 過疎地域振興特別措置法 過疎地域活性化特別措置法 過疎地域自立促進特別措置法
昭和45年 4月24日法律第31号 昭和55年 3月31日法律第19号 （平成 2年 3月31日法律第15号） （平成12年 3月31日法律第15号）（ ）（ ）

昭和45年度～昭和54年度 昭和55年度～平成元年度 平成２年度～平成11年度 平成12年度～平成21年度期 間

○ 人口の過度の減少防止 ○ 過疎地域の振興 ○ 過疎地域の活性化 ○ 過疎地域の自立促進

○ 地域社会の基盤を強化

○ 住民福祉の向上 ○ 住民福祉の向上 ○ 住民福祉の向上 ○ 住民福祉の向上目 的

○ 雇用の増大 ○ 雇用の増大 ○ 雇用の増大

○ 地域格差の是正 ○ 地域格差の是正 ○ 地域格差の是正 ○ 地域格差の是正

○ 美しく風格ある国土の

形成
人口要件 人口要件 人口要件（以下のいずれか） 人口要件（以下のいずれか）

昭和35年～昭和40年 ５年間 昭和35年～昭和50年 15年間 ①昭和35年～昭和60年（25年間） ①昭和35年～平成7年（35年間）（ ） （ ）

人口減少率 10％以上 人口減少率 20％以上 人口減少率 25％以上 人口減少率 30％以上

②昭和35年～昭和60年（25年間） ②昭和35年～平成7年（35年間）

人口減少率 20％以上 かつ 人口減少率 25％以上 かつ過 疎 地 域

昭和60年の高齢者（65歳以上） 平成7年高齢者比率 24％以上の要件
比率 16％以上

③昭和35年～昭和60年（25年間） ③昭和35年～平成7年（35年間）人口要件

人口減少率 20％以上 かつ 人口減少率 25％以上 かつかつ

昭和60年若年者（15歳以上30歳 平成7年若年者比率 15％以下財政力要件

未満）比率 16％以下

④昭和45年～平成7年（25年間）

人口減少率 19％以上
（①～③は昭和45年から25年間で人口が10％以

上増加している団体は除く ）。

財政力要件 財政力要件 財政力要件 財政力要件

S41-S43 財政力指数 0.4未満 S51-53 財政力指数 0.37以下 S61-63 財政力指数 0.44以下 H8-H10 財政力指数 0.42以下

公営競技収益 10億円以下 公営競技収益 10億円以下 公営競技収益 13億円以下

当初(S45.5.1)： ７７６ 当初（S55.4.1)：１,１１９ 当初（H2.4. 1 ：１，１４３ 当初（H12.4.1 ：１，１７１公示 ） ）

最終 ：１，０９３ 最終 ：１,１５７ 最終 ：１，２３０ 追加（H14.4.1 ：１，２１０市町村数 ）

過疎地域自立促進特別措置法と過去の過疎３法の概要

合併により平成20年3月31日現在 ７３３
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【図表２】過疎地域における人口増減（社会増減と自然増減）の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図表３】高齢者比率の推移 
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※備考 ①総務省「住民基本台帳人口要覧」による。 

②過疎地域は、平成 19年 4月 1日時点。 

    ③平成 15 年度、平成 16 年度及び平成 17 年度については、一部過疎地域に該当するためデータを取得できない区域がある。 

※備考 ①過疎地域は平成 19年 4月 1日時点。 

②平成 17 年までの人口は国勢調査による。 

③全国の推計値は「日本の将来推計人口（平成 18年 12 月推計）」（国立社会保障・人口問題研究所）の中位推計による。 

    ④非過疎地域の推計値は、全国の推計値から過疎地域の推計値（総務省過疎対策室試算）を引いて算出した。 
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② 市町村合併の進展 

いわゆる「平成の大合併」は、「昭和の大合併」後の生活圏や経済圏の拡大等

をはじめとする経済社会の変化、著しい少子高齢化の進行等の状況を踏まえて、

地方分権改革を推進し、それぞれの地域において包括的な役割を担うにふ  

さわしい行財政基盤を備えた基礎自治体を形成するため取組みが進められ、   

３，２３２（平成 11 年 3 月 31 日現在）の市町村は１，７９３（平成 20 年 3 月

31 日現在）に再編された。 

過疎地域においても合併は着実に進展しており、過疎関係市町村数は   

１，２１０（平成 14 年 4 月 1 日追加公示後）から７３３（平成 20 年 3 月 31 日

現在）に減少している。 

過疎市町村を含む市町村合併により、新市町村の全域を過疎とみなす「みな

し過疎市町村」（７２団体）、一部を過疎とみなす「一部過疎市町村」（１５８団

体）が誕生しており、特に一部過疎市町村において、過疎地域の指定の単位と、

市町村の単位が一致しないこととなっている。 

合併を経験した過疎関係市町村においては、ハード整備・維持管理ほか過疎

対策への新市町村一体となった取組み、新市町村内での地域間の格差への対応

等に先進的に取り組む事例が見られる。今後、新市町村一体としての対策を講

ずることにより、①旧過疎地域市町村固有の資源や先駆的取組みを新市町村全

体で活用・展開する、②行財政基盤の充実を生かし新市町村内での格差是正な

ど施策の展開を図る、など合併・広域化に伴うメリットと効果を最大限生かし

ていくことが課題となっている。 

 

③ 情報通信技術の発展への対応 

ブロードバンドや携帯電話など情報通信技術が発展し、国民生活へ浸透する

一方で、過疎地域等の条件不利地域では、相対的にブロードバンド整備や携帯

電話のエリア整備について民間が行うことが困難な状況となっている。 

また、地上放送デジタル化2に対応して、過疎地域等の条件不利地域でも確実

な対策を講じ、デジタル放送を受信・視聴できる環境を整える必要がある。 

 

④ 都市から地方への移住・交流の可能性の拡大 

いわゆる団塊の世代の大量退職、「ゆとり」や「豊かさ」志向への国民のライ

フスタイルの変化、ＵＪＩターンや二地域居住の普及等により、「都市から地方

への移住・交流」の可能性が拡大している。  

過疎地域において都市をはじめとする他地域との交流を進めることは、経済

的、社会的、文化的側面で大きな効果をもたらすものであり、過疎地域の自立

                                            
2 アナログ放送の停波・デジタル放送への全面移行の期限は平成２３（２０１１）年７月２４日までとさ

れている。 
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れまでの過
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め算出。

  ③歳入割合
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重要性が増

とする自主

るを得ない
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また、引き
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による。 
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増している。
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％（過疎法
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村の歳入構造
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など、依然
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法第２条の
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然として過疎
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過疎対
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一方で、農林
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整備などの課
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）産業振興

［現状］ 
過疎地域で

年から平成
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は、人口の減

減少が生じて

【図表

 
雇用状況に
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過疎の多い県
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対策の成果

過疎対策に

生活環境
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道路その他の

の確保、情

課題が残さ
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興と安定的

では、かつ

１７年まで

産業人口比

減少による

ている【図
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については

した減少傾

県において

ところまで

・７】 

考 ①国勢調査に
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 ③平成 17 年度

 ④総数には分類

     

果と今後
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【図表６ 新規求人倍率】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
【図表７ 有効求人倍率】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

地域の経済力を示す人口１人当たり市町村民所得について、市町村ごとの

市町村民所得が公表されている３３府県について過疎地域と非過疎地域を比

較すると、過疎地域は非過疎地域の約７割の水準にとどまっている【図表８】。   
また、納税義務者一人当たり総所得金額も非過疎地域の約８割にとどまっ

ている【図表９】。 
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全国

※備考    ①厚生労働省「労働市場年報」による。
       ②新規学卒者及びパートタイムを除く。 

          新規求人数（期間中新たに受けた求人（採用予定人員）） 

            新規求職申込件数 

               有効求人数（前期から繰越された有効求人数と当期の新規求人数） 

              有効求職者数（就職未定の求職者） 
 ④市町村単位の統計がないため、過疎関係市町村の比率が相対的に大きい県（以下「過疎の多い県」という。） 

を選び、その平均値を全国と比較した。 

        「過疎の多い県」としては、過疎関係市町村数、人口及び面積を基準に、地域バランスも勘案して、秋田県、 

山形県、山梨県、和歌山県、島根県、高知県、熊本県、大分県、宮崎県及び鹿児島県とした。 

③新規求人倍率 ＝ 
 

 

有効求人倍率 ＝ 
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【図表８ 人口１人当たりの市町村民所得】 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
【図表９ 平成１８年度納税義務者一人当たり総所得金額】 

 

 
 

 

2,172 

2,924 

0 
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1,000 
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３３府県の過疎地域平均 ３３府県の非過疎地域平均

（千円）

（非過疎地域の約７割）

2,609 

3,324 

0 

1,000 

2,000 

3,000 

4,000 

過疎地域 非過疎地域

（千円）

（非過疎地域の約８割）

 市町村民所得とは、当該市町村における生産活動により生み出された付加価値であり、いわ

ゆる個人の賃金・俸給に代表される「雇用者報酬」のほか、「企業所得」（企業の営業余剰な

ど）や「財産所得」（家計や政府の受取利子など）も含まれる。 

 このため、「一人当たり市町村民所得」とは、市町村全体としての経済規模や経済活動の状

況を表す指標といえる。  

 ※備考 

  ①各都道府県の平成 16年度市町村民所得及び平成 17年国勢調査より算出。 

  ②上記は、市町村別データが取得できなかった以下の都道府県のデータを除く 33府県のデータから作成した。 

   北海道・千葉県・東京都・神奈川県・富山県・石川県・福井県・山梨県・長野県・大阪府・奈良県・岡山県・香川・高知県 

  ③過疎地域は平成 19年 4月 1日時点。 

  ④過疎地域の一人当たり市町村民所得は、33条 2項市町村については過疎とみなされている区域のデータで計算したもの 

   である。なお、過疎、非過疎とも、区域別のデータが取得できなかった市町村は除いて算出した。  

 ※備考 

  ①総務省「市町村民税課税状況等の調」より算出。  

  ②過疎地域は平成 19年 4月 1日時点。 

  ③過疎、非過疎とも区域別のデータが取得できなかった市町村は除いて算出した。 
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こうした中、これまで農林水産業に関連する基盤整備や高付加価値産品へ

の転換等を進めてきたが、耕地１０a 当たり生産農業所得は依然として差があ

る【図表 10】。しかしながら、民間や住民団体等が主体となった内発型産業の

展開・発展も一部地域にみられるなど、一定の成果もみられる。 
 

【図表 10 耕地１０ａ当たり生産農業所得の状況】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 過疎地域における工場立地件数をみると、平成８年と比べ減少し、その後

一定の回復はみられるが、非過疎地域とは異なり、平成８年の水準までは回

復していない。  
 

【図表 11 工業立地動向】 
 

  

全国 過疎地域 

立地件数 

平成１２年を

１００とした場

合の指数 

立地件数 

平成１２年を 

１００とした場

合の指数 

平成 12 年 1,134 － 116 － 

平成 15 年 1,052 92.77 129 111.21 

平成 16 年 1,303 114.90 162 139.66 

平成 17 年 1,544 136.16 149 128.45 

 
 
 
 

 

(千円)

平成2年度 平成7年度 平成12年度 平成17年度

90 92

71

61

107 110

87
81

34 35
30 27

37 38
33 34

都府県（過疎）

都府県（全体）

北海道（過疎）

北海道（全体）

 ※備考 

  ①経済産業省「工場立地動向調査」（平成 12年、平成 15 年、平成 16 年、平成 17 年）による。 

②過疎地域は、平成 12 年についてその時点、平成 15 年については平成 17 年 4 月 1 日時点、平成 16 年に

ついては平成 18年 4月 1日時点、平成 16年については平成 19年 4月 1日時点。 

 ※備考 

  ①農林水産省「生産農業所得統計」及び「耕地及び作付面積統計」による。 

  ②過疎地域は平成 19年 4月 1日時点。 

  ③平成 17 年度については、一部過疎地域に該当するためデータを取得できない区域がある。 



                 

 13

［主な課題］ 
○ 農林水産業、建設業など過疎地域における基幹的な産業の低迷、雇用

の「場」の不足、非過疎地域との所得面での差の存在。 
 
○ 農林水産業等の地域産業の育成・振興への支援が引き続き必要であり、

企業誘致、工場立地などへの支援に加え、いわゆる「６次産業」、グリー

ンツーリズムや移住などに関連する交流産業、地域資源の活用・保全型

産業などの充実が必要。 
 
○ 以上の支援を通じて、過疎地域における雇用の「場」の確保、地域の

担い手の確保を図る必要。 
 
（２）交通基盤の整備について 
［現状］ 

  市町村道の整備水準は、これまでの過疎対策により着実な改善をみてお

り、市町村道改良率は昭和４５年の９．０％から平成１７年度の５１．２％

へ、舗装率は２．７％から６８．６％へと改善している【図表 12】。しかし、

全国平均と比べると依然差は残されている状況にある。 
 

【図表 12  道路改良率・舗装率】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

また、人口減少、高齢化の進展、路線バスの採算性の悪化による路線の

統廃合などにより、身近な「足」（地域交通）の不足感も高まっている現状

にある。 

0% 20% 40% 60% 80%

改良率：昭和45（過疎）

（全国）

昭和55（過疎）

（全国）

平成17（過疎）

（全国）

舗装率：昭和45（過疎）

（全国）

昭和55（過疎）

（全国）

平成14（過疎）

（全国）

9.0%

15.7%

22.7%

28.2%

51.2%

55.0%

2.7%

9.8%

30.6%

41.2%

68.6%

75.9%

（年度）

平成17

 ※備考 

  ①総務省「公共施設状況調」等による。 

  ②平成 17 年度については、一部過疎地域に該当するためデータを取得できない区域がある。  
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（４）住民の生活の安定と福祉の向上、教育の振興について 
［現状］ 
 これまでの過疎対策により、水道、生活排水関連施設の整備が着実に進

み【図表 14・15】、幼児教育経験者比率や高校進学率の全国平均との差がお

おむね解消される【図表 16】など、住民の生活の向上等に一定の成果があ

ったものといえる。 
 

【図表 14 水道普及率の推移】 
 
   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

【図表 15 水洗化率の推移】 
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全国

 ※備考 

  ①総務省「公共施設状況調」等による。 

   ②平成 17 年度については、一部過疎地域に該当するためデータを取得できない区域がある。 

 ※備考 

  ①環境省「一般廃棄物処理事業実態調査」による。 

    ②平成 16 年度については、一部過疎地域に該当するためデータを取得できない区域がある。 
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【図表 16 幼児教育経験者比率・高校進学率】 

幼児教育経験者比率 昭和４５年 全国 ７６．１ 

過疎 ５７．４ 

平成１８年 全国 ９６．５ 

過疎 ９７．１ 

高校進学率 

 

 

 

昭和５５年 全国 ９４．２ 

過疎 ９１．８ 

平成１８年 全国 ９７．７ 

過疎 ９８．４ 

                  
 
 
 

 
 
 
 
 

一方で、医師不足が過疎地域を含む全国的な課題となる中で、過疎地域

においても、適切な医療が受けられ、安心して生活できる仕組みづくりを

進めることが課題となっている。 
 
さらに、教育については、今後の人口減少に伴い、過疎地域の０～１４

歳人口は今後約６割の大幅な減が見込まれ【図表 17】、児童生徒数が減少す

る中で小中学校の統廃合等により教育環境を維持するための適切な対応が

求められている。また、「子ども農山漁村交流プロジェクト3」の立ち上げな

ど過疎地域と都市との間での若い世代の地域間移動が活発化しつつある。 
 
 
 
 
 
 

                                            
3 総務省、農林水産省、文部科学省の三省連携事業として、小学校における農山漁村での長期宿泊体験活動を推進する

こととしている。全国２万３千校（１学年１２０万人を目標）で体験活動を展開することを目指し、今後５年間で、①

農山漁村における宿泊体験の受入体制を整備、②地域の活力をサポートするための全国推進協議会の整備等を進めるこ

ととされている。  

 ※備考 

  ＜幼児教育経験者比率＞ 

①年度の文部科学省「学校基本調査」（数値は各年度５月１日）及び前年度の厚生労働省「社会福祉施設等調査」による。

    ②過疎地域は総務省調べ。 

    ③それぞれの数値は、次の算式による、なお、保育所にはへき地保育所を含む。 

   

 

 

 

 

 

 

＜高校進学率＞ 

①各年度の文部科学省「学校基本調査」（数値は各年度５月１日）による。 

幼児教育経験者比率＝幼稚園就園率＋保育所在籍率

幼稚園修了者数
幼稚園就園率 ＝

小学校第１学年児童数

前年度保育所在所児数（５歳／２＋６歳）
保育所在籍率 ＝

小学校第１学年児童数
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【図表 17 ０～１４歳人口の推移について】 

 
 
 
 

 
［主な課題］ 
○ 暮らしに必要な水道、生活排水関連施設の整備への支援は引き続き求

められる。 
 
○ 医師をはじめとする医療従事者の確保、巡回診療による無医地区での

受診機会の確保、遠隔医療の整備等により、過疎地域における医療の確

保・充実に努める必要がある。 
 
○ 児童生徒数の大幅減が見込まれる中、教育環境の充実維持のための小

中学校統合等による教育環境の維持が今後も課題である。また、通学手

段の確保が課題である。 
 
○ 空き家や廃校舎等の地域ストックの有効利用、地方での受け入れ体制

づくりなどにより、過疎地域としても教育交流の推進に取り組むことが

課題である。 
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30,000 
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非過疎地域

（千人）

 ※備考 

  ①過疎地域は平成 19年 4月 1日時点。 

  ②平成 17 年までの人口は国勢調査による。 

   ③全国の推計値は「日本の将来推計人口（平成 18年 12 月推計）」の中位推計による 

（国立社会保障・人口問題研究所）による。 

    ④非過疎地域の推計値は、全国の推計値から過疎地域の推計値（総務省過疎対策室試算）を引いて算出した。 

→推計値 
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（５）個性豊かな地域社会の形成について 
 ［現状］ 

  過疎地域では、個性豊かな自然や伝統文化などを活用した都市部との交

流事業が多く展開されており、観光入込客も緩やかながら近年増加の傾向

にある。 
【図表 18  観光入り込み客数】 

  

全国 過疎地域 

入込客数 

平成１２年を

１００とした場

合の指数 

入込客数 

平成１２年を 

１００とした場

合の指数 

平成 12 年度 2,423 － 400 － 

平成 13 年度 2,355 97.19 433 108.25 

平成 14 年度 2,359 97.36 454 113.50 

平成 15 年度 2,371 97.85 518 129.50 

平成 16 年度 2,666 110.03 534 133.50 

 
 
 

また、市町村、地域住民、ＮＰＯなど多様な主体の協働により、休耕田

や棚田の維持管理、地域の文化・伝統を生かした地域づくりが実践されて

いる例がある。 
自然減の増により平成７年以降再び人口減少の幅が拡大し、高齢化率も

全国平均を大きく上回って推移する厳しい状況下ではあるが、過疎地域の

豊かな自然環境や景観が、都市部では失われた空間として適切に維持され

る必要がある。 
 
［主な課題］ 
○ 地域の担い手不足が深刻化し、地域特有の伝統や生活文化の喪失のお

それがある。 
 
○ 農林業の低迷や、維持が困難な集落の増加に伴い、棚田や森林の保全

が困難になり、過疎地域の個性的で特徴ある優れた景観・環境が損なわ

れるおそれがある。 
 
 
 
 

 ※備考 

  ①全国は日本観光協会「全国観光動向」による。過疎地域は総務省調べ。 
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（６）都市から地方への移住・交流、過疎地域への定住促進について 
［現状］ 
いわゆる団塊の世代の大量退職、ゆとりや豊かさ志向への国民のライフス

タイルの変化、ＵＪＩターンや二地域居住の普及等により、「都市から地方へ

の移住・交流」の可能性が拡大している【図表 19・20】。ＵＪＩターン者によ

る地域活性化への寄与も期待され、都市から地方への移住・交流の推進はこ

の意味でも必要性が高まっている。 
【図表 19 交流居住に関する都市住民の意識】 

 
 

 
 

【図表 20 都市と農山漁村の共生対流に関する意識調査（年代別男女計）】 
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0 .5

0 .8
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既に交流居住を行って いる 具体的に探し始めて いる

真剣に考え て いる あこがれて いる

行いたいとは思わな い 無回答

(N=1217)

(N=248)

(N=189)

都 市 と 農 山 漁 村 の 共 生 ・ 対 流 に 関 す る 意 識 （ 年 代 別 男 女 計 ）

4 5 . 5

1 7 . 0

4 1 . 4

2 8 . 7

3 6 . 2

3 3 . 3

3 5 . 8

1 5 . 9

3 0 . 3

2 0 . 0

2 8 . 5

1 3 . 4

0 . 0   

5 . 0   

1 0 . 0   

1 5 . 0   

2 0 . 0   

2 5 . 0   

3 0 . 0   

3 5 . 0   

4 0 . 0   

4 5 . 0   

5 0 . 0   

2 0 歳 代 3 0 歳 代 4 0 歳 代 5 0 歳 代 6 0 歳 代 7 0 歳 以 上

％

二 地 域 居 住 の
願 望 が あ る

定 住 の 願 望 が あ る

（ 注 ） 　 二 地 域 居 住 、 定 住 の 願 望 は 「 都 市 地 域 」 に 居 住 し て い る と す る 者 9 7 5 人 に 聞 い た も の 。

※備考 ①総務省「過疎地域における交流居住にむけたニーズ分析に関する調査」（平成 16年度）による。 

※備考 ①内閣府政府広報室「都市と農山漁村の共生・対流に関する世論調査」（平成１７年１１月調査）による。

約３割の人が既に交流居住を行っている、又は行いたいと考えている。 

５０代６０代のみならず、２０代でも関心が高い。 
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過疎市町村においては、過疎対策に係る支援措置を活用し、ＵＪＩターン

を希望する都市住民への空き家の紹介・マッチングの仕組みづくり、空き家

など既存ストックを活用した二地域居住・ＵＪＩターン者のための施設整備、

県、市町村、地域住民、地元企業の協力による都市部への広報や都市住民の

受入れのための連携体制づくりなど、積極的な取り組みも見られる。 
 

【図表 21 先進自治体の事例】 
 

○北海道＜北の大地への移住促進事業＞  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 従来の「職ありき」の定住対策ではなく､首都圏在住の退職者（団塊の世代等）の

「第２のふるさと探し」をターゲットとして、北海道内への移住を促進する取り組み

を展開。行政､企業､民間団体等が一体となって移住・交流サービスを提供する仕組み

づくりを図る。 

・市町村 ワンストップの相談窓口の開設、遊休公有資産、公営住宅、マンション

、ホテル等を活用した短期賃貸住宅（１週間～３か月）を安価に提供（月

３万円～５万円程度）。 

平成１８年度は、３７市町村で２０９組、４１７人が参加。 

  ・企業 （例）市町村が行う移住体験事業に参加する場合、フェリー運賃を割引

（商船三井フェリー（大洗－苫小牧間）） 

 

○島根県＜ふるさと島根定住財団を活用した各種定住対策＞  

 

 

 

 

 

 

 

 

 １ 県外在住者が県内受入れ先で１年間の産業体験（農林水産業、地場産業など）

を行う場合に、体験者、受け入れ企業の双方に滞在経費、指導費の一部を助成

     ○平成８～１８年度の実績  体験終了者  １，０７１人 

                   定住者       ５１４人 

２ 自治体やNPO等が空き家を修繕してUIターン者に提供する場合に、修繕費用の

一部を助成 

・１８年度からは、無料職業紹介、住宅の相談・斡旋、農業大学校による農業講座

の開始等雇用・住居など生活全般にわたりきめ細かい相談・受入体制を実施 

 

○福島県金山町＜移住対策＞  

 

 

 

 

 

 １ 広報宣伝・ＰＲ・都市住民との出会いの場づくり 

   ①「ふるさと回帰フェア」への出展 

   ②総務省サイト「交流居住のススメ」の活用  等   

 ２ きめ細かな相談・サポートの実施 

  ①役場職員による相談受付け 
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  ②現地見学の実施（交通､教育､医療､福祉､自然､レジャーなど役場職員が案内） 

  ③物件案内、物件の譲渡交渉 

  ④移住準備のお手伝い（行政区長・ご近所挨拶など） 

  ⑤ＵＩターン先駆者との面談、生活面でのアドバイス、集落行事の紹介など 

 

 ○ＵＩターン希望者の現地案内の状況 延べ２５組４７人（実人数１６組３４人）

 ○現地案内の後、５組１１人が移住、６組１１人がＩターン希望 

 

○島根県江津市＜「空き家活用」によるUIターン対策＞  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 移住交流を進めるための受け皿となる住居が必要。この際、既存ストックである「

空き家」を有効活用することが効果的。 

 空き家の数や現状を調査し、データベース等で一元管理するとともに、ＵＩターン

やお試し暮らし等を希望する都市住民に情報提供し、マッチングする「空き家バンク

」の仕組みを設ける。    

 ・Ｈ１８年度の成果 

    空き家の新規登録件数１９件  

    →１９件中、８件がＩターン者とマッチング。１２名が実際に居住。 

 ・一般からの問い合わせの状況 

   市役所に対して・・・１～２件／２週 

   ＮＰＯに対して・・・８０件／年 

 
また、ＵＪＩターン者の転入促進や若年層の地元定着を図るため、住宅・

団地整備の取組みがなされている【図表 22】。  
 

【図表 22 過疎地域における定住促進のための宅地整備事業】 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

年度 12 13 14 15 16 17 18 計
団体数 273 288 286 238 168 141 92 1,486

戸数（区画数） 2,724 3,128 3,727 3,217 2,492 2,262 1,081 18,631

 ※備考 

  ①総務省調べ。 

②市町村の一部の区域が過疎地域とみなされる場合については、その区域の整備状況に基づく。 
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【図表 23 人口が増加した過疎市町村における人口増加要因】 

（単位：団体、％）

H12～H17人口増加

項 目 市町村(25団体)

1 企業立地、企業誘致等による就業の場の拡大 1

(4.0)

2 第１次産業従事者の定着、増加 2

(8.0)

3 地元の創意工夫による独自の活性化施策による人口定住 2

(8.0)

4 宅地分譲、公営住宅建設等の住宅整備 5

(20.0)

5 生活環境整備の充実 1

( 4.0)

6 自然環境等を求めての移住・UIJターン 4

(16.0)

7 交通体系の整備等による近郊都市の通勤圏化、ベッドタウン化 2

(8.0)

8 病院、老人ホーム等の医療・厚生福祉施設の入院・入所者、職員 1

(4.0)

9 公共事業等工事関係者の一時的流入 3

(12.0)

10 その他 4

(16.0)

 
 
 
［主な課題］ 

○ 移住・交流による地域への経済波及効果、転入者の地域活性化への寄

与の可能性に鑑み、空き家の活用や定住促進団地の整備、都市住民に対

する情報発信、人材育成のための研修、官民連携による移住・交流に係

る受け入れ体制づくりなど、ハード・ソフト両面にわたり、今後も自治

体による積極的な取組み、国による支援を展開し、都市との交流人口の

増、ＵＪＩターン者の増を図ることが求められる。 
 

（７）集落の維持・活性化対策について 

［現状］ 

過疎地域等に存在する集落では、人口減少と高齢化の進展に伴い、生活扶

助機能の低下、身近な生活交通の不足、空き家の増加、森林の荒廃、耕作放

棄地の増加などの重大な問題が生じており、今後もさらなる高齢化の進展に

より、これらの問題は一層深刻化するおそれがある。 

 
［主な課題］ 

○ 集落は、それぞれ多様な成り立ちに基づき、固有の歴史を背景とした

存在。そのため、それぞれの集落の実情に即した対策を講ずることが必

要。 

 ※備考 

  ①総務省調べ。 

②過疎地域自立促進特別措置法に基づく（平成 19年 4月 1日現在 737 団体(東京都三宅村を除く。)）。 

また、市町村の一部の区域が過疎地域とみなされている市町村については、その区域の人口に基づく。 
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○ 集落対策に当たっては、集落住民がこうした集落の問題を自らの地域

の課題としてとらえること、市町村がこれに対して十分な目配りをして

いくことが重要であり、住民と市町村の強力なパートナーシップを形成

して取り組むことが必要である。 
 
○ 身近な「足」（地域交通）の確保、医療受診機会の確保、地域資源を生

かした地域産業の育成等、各集落の実態に即した維持・活性化対策が求

められる。 
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４ 時代に対応した新たな過疎対策に向けた議論 

（１）今後の過疎地域・対策のあり方についての意見 
① 国民全体の安心・安全な生活への寄与 

○ 過疎地域は、全国の１割足らずの人口で、広大な国土の過半を支えて

いる。過疎地域に多く存在する農地・森林の適切な維持・管理を通じ、

下流域における土砂災害の防止、水源の涵養、安心・安全な食糧供給、

二酸化炭素の吸収といった公益的な役割を果たしている。また、過疎地

域をはじめとする地方は、水や電気の供給、廃棄物の処理等を通じて、

都市部の社会経済活動を支えている。 
 
○ 過疎地域が健全に維持されることは、過疎地域での生活だけでなく、

都市をも含めた国民全体の安心・安全な生活に寄与することになる。 
 
○ 過疎対策は、過疎地域と都市とがお互いに支え合う関係に基づき、過

疎地域と都市との「共生」を図るための対策である、との位置付けがで

きる。 
 
○ 過疎地域において、そこに住み続けたいと思う住民が、安心・安全に

暮らせる地域として健全に維持されることが今後とも求められる。これ

により、過疎地域等の国土保全機能が十分に発揮されるようにし、都市

との共生互恵を実現するとともに、人口減少社会の先駆的地域として都

市のモデルとなることが求められる。 
 
② 多様な生活様式・地域文化が息づく場 

○ 過疎地域の豊かな自然環境や景観、独自の文化や歴史は、都市部では

失われた自然景観やアメニティを提供し、安らぎや安心をもたらす存在

である。過疎地域は、自然環境や景観、固有の地域文化などにめぐまれ

た中での生活や教育を求める都市住民のニーズに応える場としての機能

も果たしている。 
 
○ 現行過疎法の制定時には、過疎地域が新しい生活様式の実現の場であ

ること、美しく風格ある国土の形成に資することが理念として盛り込ま

れた。その後、自然との共生や都市だけでの生活の限界といった論議が
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生じるとともに、スローライフ、ロハス4といった新しいライフスタイル

も普及しており、過疎地域の積極的な役割に着目する必要が生じている。 

 

○ 過疎地域については、単に自然的・地理的条件が不利な地域であると

いうだけではなく、「生涯現役の地域」である、「自然とつきあうワザを

持ち合わせた地域」である、「環境に優しい産業で我が国を支える地域」

であるなど、積極的な意義を有する地域であると考えることができる。 

 
③ ナショナルミニマムの確保と、地域の自立的発展・活性化の促進 

○ 過疎地域の住民の安心・安全な生活を維持するための対策として、都

市との格差を是正し、安心・安全な生活を維持・確保する（ナショナル

ミニマムの維持・確保）ことと、それぞれの地域が特徴ある自然、風土、

産品等を生かし自立的（自律的）な発展・活性化を図ることができるよ

うにし、地域の「最適状態」（ローカルオプティマム）の実現を図ること

の「二兎を追う」「両立させる」ことが必要である。 
 
○ 都市とは異なる発展・活性化が過疎地域において可能となるよう、人

材・情報・財政等の面での支援が求められる。 
 
（２）過疎地域への支援のあり方等についての意見 
① 過疎地域への支援のあり方 

○ 身近な「足」（地域交通）の確保、情報通信基盤の整備と利活用の推進、

医師不足対策、集落の維持・活性化対策、ＵＪＩターン対策などが過疎

地域における新しい行政課題ととらえることができる。こうした行政課

題に対応した財政支援が求められる。過疎対策事業債に例をとれば、市

町村道の整備や上下水道の整備に一定の成果を挙げており、かつては観

光、レクリエーション施設での活用も多く見られたが、近年はこれらへ

の適用は減少しており、ケーブルテレビや光ファイバー網の整備、携帯

電話通話エリアの整備等の情報通信基盤の整備といった分野に活用され

ている。 
 
○ 従来の財政支援に加え、過疎地域における人材確保面への支援や、行

財政運営上の情報・ノウハウの共有が図られるよう支援を図る、といっ

たいわゆるソフト面での支援が求められる。また、各府省の横断的な支

                                            
4 ロハス（ＬＯＨＡＳ）とは「Lifestyles Of Health And Sustainability」の頭文字をつないだ造語であり、「健康と

地球の持続可能性を志向するライフスタイル」のこと。 
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援が必要である。 
 
○ 例えば集落の維持・活性化に向けては、住民と住民、住民と市町村の

話し合い・学び合いが必要であるが、外からのアドバイザーが入ること

で新しい方向性が見えてくる場合がある。そういった意味で、今後の過

疎対策においては、基盤整備等による格差是正とともに、人的支援が求

められる。 
 
○ 地域資源を活用した商品開発の成功事例など、過疎地域がこれまでに

取り組んできた成果や知恵を過疎地域同士で共有化すること、優良事例

の普遍化を図ることが求められる。 
 
○ 市町村が地域コミュニティ、ＮＰＯ、企業など多様な主体の力を組み

合わせ、連携しながら、地域特有の自然、景観、産品など地域資源を生

かした産業化の取組み、田畑や山林、有形・無形の地域文化、伝統芸能

を守る活動、集落の維持・活性化を図るための取組などを行っていくこ

とへの支援が求められる。 
 
② 市町村合併の進展等を踏まえた過疎対策のあり方 

○ 合併前の旧市町村における先進的な取り組みについて、合併後の新市

町村全体に波及させる、広域化に伴うスケールメリットを生かして展開

するなど、合併のメリットを最大限発揮する必要がある。 
 
○ 過疎市町村と非過疎市町村の合併があった地域では、社会資本の整備

面での格差や、不公平感（過疎区域における非過疎区域に対する不公平

感、非過疎区域における過疎区域に対する不公平感の双方）が存在して

おり、これらに的確に対応していくことが課題である。 
 
○ 人口減少や市町村合併の進展に伴い、有効活用しうる遊休施設が増加

しており、都市住民の子弟の山村留学の拠点とする、ＵＪＩターン者の受

け入れのために転用するなど、過疎地域の自立・活性化に向け有効に活用

することが求められている。 
 
○ 現行法の「一部過疎」の制度（過疎地域自立促進特別措置法第 33 条第

2 項）により、過疎地域の指定の単位と、市町村の単位とは必ずしも一致

していないのが現状である。過疎対策の単位として、市町村ではない対

象を考える必要があるか、逆に、地域振興・過疎対策については引き続

き現場に最も身近な市町村主導の仕組みとすべきかなどについて検討が
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必要である。 
 
③ 過疎地域と周辺地域との連携、広域的取り組み 

○ 雇用の場は地方の中心的な都市で、生活の場は従来から居住している

過疎地域で、というように、広域的な役割分担・機能分担がなされてい

る。こうした中、地方の中心的な都市も疲弊しており、過疎地域の自立

活性化の対策とともにこれらの都市への対策も別途求められている。 
 

○ 身近な「足」（地域交通）の確保、医療の確保、情報通信基盤の整備と

いった課題については、過疎地域と過疎地域以外の地域間での事業連携

や、事業調整が有効である。また、住民合意のもと、中学校運営を隣接

団体に委託し、教育環境の維持・充実を図る例も見られ、広域的な対策

が有効な場合がある。 
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平成１９年度過疎問題懇談会開催状況 

 

 

第１回 平成１９年９月２１日 
  過疎地域の現状、過疎対策の今後のあり方等について意見交換 

 
 
第２回 平成１９年１１月２２日・２３日 

  現地視察調査（長野県木曽町、清内路村） 
  （今後の過疎対策のあり方の検討に資するよう、過疎関係市町

村の現状や、産業振興、デジタルディバイド対策、身近な「足」

（地域交通）の確保対策、集落の現状等について幅広く把握

するため、現地調査を行った。） 
 
 
第３回 平成１９年１２月２１日 

  過疎地域の現状、新たな過疎対策の論点等について意見交換 
 
 
第４回 平成２０年１月２５日 
  自治体からのヒアリング・意見交換 
（熊本県天草市長、茨城県大子町長、島根県地域振興部地域振

興室長からヒアリングを行い、意見交換を行った。） 
 
 
第５回 平成２０年３月３１日 

  これまでの議論の中間的整理、集落の現状等について意見 

交換 
 

  
 
 
 
 


